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昭和53年度の地質調査所の研究(2)

企画室

亙特別研究･指定研究

地質調査所カミ昭和53年度に実施する特別研究等には

工業技術院特別研究

国立機関公害防止等試験研究

国際産業技術研究事業(ITIT事業)､

新エネルギｰ技術開発研究(サンシャイン計画フ

研究｣｡が加わった.予算規模は53年度約'302百万円で

52年度の約300百万円に対し微増と在っている.ただ

し特に<地震予知技術>の研究は対前年比34%増とな

つてレ､る.

以下に各研究テｰマ別に53年度の研究計画の概要を紹

介す苧･

<資源開発利用及び国土保全技術>

資源開発のためには地下深部に対する精度の高い推

定を行うことが必要でありこのため地下構造解明に最

も有力な方策である精度の高い物理探査技術開発研究を

行う.また資源の有効利用を図るための研究の推進

を図る.

がある.

A工業技術院特別研究

工業技術院特別研究には大きな区分(大項目)が18あ

りこれらに属する研究テｰマ(中項目)は109ある.

地質調査所の研究テｰマは次の3つの大項目にわたる

8研究テｰマである.

<資源開発利用及び国土保全技術>

1.高分解能空中物理探査技術の研究

･z鉱物資源予測手法の開発研究

3.石炭資源有効利用に関する炭質評価技術の研究

<地盤予知技術>

4.地震予知に関する地質学的研究

5.地震予知に関する地球化学的研究

<海洋資源開発技術>

6.陸棚海域地下資源賦存に関する基礎研究

7.深海底鉱物資源探査に関する基礎的研究

8一目本周辺大陸棚海底地質総合研究

1.高分解能空中物理'探査技術の研究

(昭和49-53年度)

研究の目的

空中物理探査法を用いた地下構造の高度なパタｰン解

析システムを開発することによって探査技術の向上に

資するとともに国内外の資源開発に寄与する.

研究計画の内容

昭和53年度の研究計画は次のとおりであるカミ本年度

は本特別研究の最終年度に当たるため下記講研究の実

施と並行しでこれまでに達成された技術的成果の取り

まとめを行う.

1.高感度空中磁気探査と空中電磁波法(VLF法多重周波

数法多波長域映像解析)等を中核とした陸域における

空中物連探査の同時測定システムを完成する.すなわち

機上において全デジタル化したデｰタ収録からコンピュ

ｰタの全面的活用によるデｰタ補正にいたる一貫システム

を拡充し各探査法のデｰタ処理技術の総合化を図る.
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工業技術院特別研究のうち52年度で研究計画を終了

したものは｢国際地球内部開発研究｣(昭和48-52年度)
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及び｢地盤変動に関する特別研究｣(昭穐50-52年度)

で53年度では新規に｢地震予知に関する地球化学的

前項1の目的を達成するため北見地域を中心とする北海

道東部において空中探査の野外実験を行う.また空

中探査のフォロｰアップ技術を確立するため関東地方辛

酉部において地上電磁波法を確立する.

本研究の結果北海道陸域の空中磁気図がほぼ全域にわた

り完成するので周辺海域の空中磁気図をはじめとする他

の物理探査資料坑井内デｰタと併せ特にマンマシン対話�



方式解析技術を活用しつつ北海道の地球物理学的構造の

総合的考察を行う.

研究の経緯

地質調査所では昭和44年度から昭和48年度にかけて空

中磁気探査法の研究を実施し海域における概査法の確

立に努めた.本研究はこの過去の研究成果を基礎とし

て更に分解能の高い空中物理探査システムの研究開発

を行うものである.

まず昭和49年度においては機上と地上におけるデジ

タルデｰタ集録システムがほぼ完成し地下構造解析技

術の研究を推進した結果磁気デｰタのコンピュｰタに

よる自動処理化が一段と推進された.また空中電磁法

に関しては測定装置を導入し予備的試験を行った.

粧お実験地域は北海道天北地域である.

昭和50年度は磁気測定と並行して空中電磁波法の研

究が本格化し北海道十勝平野においてVLF法の問題

点を吟味した結果断裂帯あるいは岩相変化に対慮す

るとみられる異常が検出されかつ磁気との同時測定に

ついても見通しが得られた.事た電界測定による周波

数の多重化システムの開発にも着手した.

昭和51年度は北海道目高地域において空中磁気探査並

びに電磁波法の野外研究を行い引続き各種レスポンス

の検討と構造解析技術の高度化を進める一方多波長域

映像(LANDSAT)による地質構造判続結果を用いる総

合解析に着手した､

昭和52年度は北海道大雪山系周辺地域において同じ

く空中磁気探査並びに空中電磁波法の野外実験を行い

特に後者は下川鉱山において鉱化帯の反映とみられる

異常を検出している.また特定の重点地域に対する

しANDSAT映像の精密解析及ぴフォロｰアップとし

て地上電磁波法を実施した.

研究担当部課

物理探査部技術開発課が研究を担当する.

2.鉱物資源予測手法の開発研究

(昭和51-53年度)

研究の目的

鉱物資源の探査予測に必要な地質･鉱床情報について

一定の基準を設定して情報の標準化及び数量化を図る.

また地域別及び鉱床型式別に既知情報の解析を行って

標準的モデルを作成し未知･未開発地域における限ら

れた地質･鉱床情報を処理の上標準的モデルとの比較

検討を行い当該地域における鉱物資源賦存の可能性

種別規模等を予測する手法を開発する.

研究計画の内容

昭和53年度の研究計画の主要なものは次のとおりであ

る.
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デｰタ解析システムの開発:昭和52年度開発に着手し走解

析システムについて抽出デｰタの適否を再検討しシス

テムの完成を図る､

地域別･鉱床型式別標準モデルの開発:昭和52年度までに

蓄積したデｰタ相互の相関係数等を検討の上標準モデノレ

作成のためのプログラムを開発し既知鉱床の実態との比

較検討を行う.

予測システムの開発:上記1及び2項の合成による予測

プログラムの開発を行い併せて既知鉱床においてその

適用性を検討する.

研究の経緯

本研究は昭和51年度を初年度とし3年計画で実施し

ている.

昭和51年度は入力項員の選定コｰド化を行い入

力デｰタの様式を開発した.これにあわせて入力デ

ｰタからのサマリｰレポｰト及ぴキｰワｰド検索のプロ

グラムを開発した､

昭和52年度は前年度の成果に基づいて一部八カデ

ｰタの様式について改良を加えた.またサマリｰレ

ポｰト及びキｰワｰド検索の内容の一部を改訂した.

更に入力デｰタに基づいて統計解析相関係数につい

て検討を加えデｰタ抽出及ぴデｰタ解析システムの開

発に着手した.

研究担当部課

鉱床部探査研究課が中心となって研究を担当し鉱物

資源課鉱床研究課が協力している.

3.石炭資源有効利用に関する炭質評価技術

の研究

(昭和52-54年度)

研究の目的

本研究は石炭利用の基礎となる炭質について高精

度の炭化度測定技術を導入･開発して国内炭の炭質分

類の国際的標準化を図るとともに炭化度変化の規則性

及び成因を明らかにし未開発地域の炭質状況を予測す

る地質学的総合判断基準を確立して石炭資源有効利用

及び国内炭開発に貢献することを目的としている.

研究計画の内容

昭和53年度は弱粘結炭を産する石狩炭団空知地区の芦�



別･砂川両炭鉱について坑内調査を主体として次の

調査研究を実施する.

1.炭質の標準化及び予測技術の研究:坑内の主要稼行炭層及

び地表主要ルｰトの各地層について深度別に一定間隔で

石炭･岩石試料を採取し石炭の反射率螢光波長石炭

組織流動性等を測定し各成分の分布状態及び相関関係

成因を明らかにして炭質の地域的･層位的変化の規則性

を求める.なお昭和52年度で実施した亜瀦青炭研究の

結果とあわせて探査方法の検討を行うとともに炭質分類

基準を作成する.

2.炭層予測技術の研究:炭層の地下構造炭層対比炭層･

地層･被覆層の層厚変化及び岩相変化について調査研究を

行いその結果をもとにしてこれらの等値線図を作成し

炭層変化の規則性を求めるとともに炭質変化との関連性を

検討する.

研究の経緯

地質調査所では昭和49年度から51年度まで経常研究

として｢石炭流体化の物理･化学的特性の研究｣を実施

し反射率螢光波長等を中心とした炭質探査法の確立

に努めてきた.本研究は上記の研究成果を基盤とし

更に炭層変化の研究を加えて未開発地域の炭質･炭層

評価法の研究開発を行うものである.

初年度の昭和52年度においては亜渥青炭を産する太

平洋炭鉱を対象としてはじめて面積的な詳細な研究を

行い各種炭質指標の分布図及び炭層等層線図等を作成

した結果炭質性状の変化と炭層変化とが密接な関係を

有することが判明し炭層堆積盆地の広がり及び炭質状

況の推定が可能となり探査の第一段階における探査方

式についてρ見通しを得ることカミできた.また従来

花粉抽出法に問題があった螢光波長測定技術の開発につ

いては石炭研磨片について花粉･樹脂の螢光波長を測

定した結果同一炭回内においては波長が埋没深度･

炭化度と正の相関関係を有することカ湖らかとなり簡

便･迅速な測定技術カミ確立された.

研究担当部課

燃料部石炭課が中心と在って本研究を担当し一部に

ついて北海道支所の協力を得る.

<地震予知技術>

我が国は元来地震活動の盛んな地域の1つであるが

特に最近東海地方等における大地震の発生が危ぐさ

れるに至り大きな社会問題となっていることにかんが

み関係機関との緊密荏連携･協力体制の下に地震予知

のための地質学的及び地球化学的研究を行う.

4.地麗予知に関する地質学的研究

(昭和44-53年度)

研究の目的

国家的プロジェクトとして進められている地震予知計

画(第3次)のうち次の3項目について研究を推進し

地震予知に必要祖基礎資料を提供することを目的とする.

�
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地震波速度の変化を観測し岩石資料地下構造の資料と

併せ解析して地殻の状態変化を求める.

地殻活構造の実態とその機構を地域的に究明するとともに

活構造図等を作成する.

岩石の破壊機構についての実験的研究を実施し地震発生

の機構を探求する.

研究計画の内容

昭和53年度は本研究計画の最終年度に当たるため下

記の研究項目について研究を継続実施するはか第3次

計画期間中の成果の取りまとめを行う.

�

爆破地震による地震波速度の研究:計画発足以来毎年継

続してきている方法･規模(大島爆破約500kg)をもって

本年度も観測を行い速墜･振幅･周期などの変化を解析

する.また第4次計画に備えて爆破点の移設(大島

島内)及び観測点の増設を行う.

2.地殻潜構造の研究:

(1)活構造地域の調査研究:東海地域等において従来の野外

構造解析を補完するほか活断層総合観測計画(第4次)

に予定されている神経断層と周辺地域の活構造解析及び

重力探査を行う.

(2〕微小地殻変動の研究:活断層･地震断層(5ヵ所)の変

動を引き続き観測するとともに観測網1ヵ所を増設す

る.

(3)活構造図の編さん:特定地域のうち｢信越｣及ぴ｢秋困

･山形｣地域について野外調査及び資料収集を行い両

地域の活構造図を編さんする.
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岩石破壊実験研究:前年度に引き続き岩石の主破壊に先

立つ微小破壊の研究及び残留応力の研究を行う.また野

外(丹沢地域)において応力解放法による現地麻力測定

実験を行い残留応力との関係を求める.

研究の経緯

地質調査所は昭和41年度から工業技術院特別研究

｢地殻活構造の研究｣をもって地震予知計画に参加して

きた.

昭和43年5月閣議了解事項として｢地震予知計画の

推進｣が認められ計画の大綱と担当機関が決定した.

この際定められた10部門の推進研究項目のうち｢地震

波速度｣はもっぱら地質調査所が担当し｢活断層･活�
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摺曲｣は地質調査所が大学等と協力して実施することと

され昭和44年度から本特別研究｢地震予知に関する地

質学的研究｣として再発見した.昭和49年度からは

測地学審議会建議による第3次地震予知計画カ溌足した

カミこの計画においては地質調査所は引き続き前記2

部門を担当するほか｢岩石破壊実験研究｣等について

も推進実施することとなった.

昭和51年度には地震予知計画の基本方針調整機能とし

て内閣に｢地震予知推進本部｣カ溌足するとともに

当面東海地域の観測を特に強化することとなった.

研究担当部課

本特別研究は環境地質部地震地質課を中核とし物

理探査部燃料部の協力のもとに推進されている.

5地驚予知に関する地球化学的研究

(昭和53-57年度)

研究の目的

国家的プロジェクトとして進められている地震予知計

画の一環として次の2項目について研究を実施する.

1.観測強化地域等において地下水変動を調査･研究し予知に

必要な基礎資料を提供する.

2.地盤変動による化学成分変化機構の解明を通じて地下水

･ガス等による地震予知技術の開発を図る.

鈎

本特別研究は昭和53年度を初年度とする5年計画で実

施する.昭和53年度は以下の項目について研究を行う.

1･総合観測システムに関する研究:地下水位･水質変動の研

究としで関東平野西部の井戸におけるラドン定期観測

川崎地区及び地質調査所構内の観測丼によるラドン並びに

水質変動の研究伊豆半島における地下水変動の総合研究

東海地方東部における地下水変動の総合研究島根東部に

おける水位観測等を行う.また上記諸観測デｰタの解

析相互比較による異常変動の判別法の研究も併せて行う.

2地盤変動地域の化学成分の挙動に関する研究:相模トラフ

の陸上延長部にあたる神経断層及ぴ国府津･松田断層周辺

をモデル地区として土壌中のガス･地下水中の溶存ガス

･水質の地域的並びに時間的変化を調べる.また群発

地養地域として伊豆半劇とおいて同様のデｰタを収集し相

互の比較検討する.

研究の経緯

1地震予知計画の当初においてほ地下水変動を予知のため

に利用する考え方は示されていなかったが諸外国の例や

予知理論の進展に伴い地下水変動の地震予知への有効性

が見直されるにいたり50年7月測地学審議会による｢第

3次地震予知計画6一部見直し｣建議において地下水の研

究の必要性カミはじめて取り上げられ次いで51年12月の

｢再度一部見直し｣建議においては地質調査所等か地下

水に関する調査研究を担当することと匁った.

2.地質調査所においては50～52年度の特別研究｢地盤変動

に関する特別研究｣においていちはやく地下水の研究を

取り上げ川崎伊豆東海地域等において水位･水質

･ラドン･ガス等の研究観測を行いこれらの地域の地

下水観測についての基礎資料を蓄積しこのうち川崎にお

いては地下水の面から地盤変動機構の解明を行った.
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本特別研究は上記｢地盤変動に関する特別研究｣におい

て設置してきた観測体制を引き継ぐとともにより系統的に

観測･研究することにより地下水変動による地震予知技

術の開発を目指すべく53年度から発足したものである.

研究担当部課

環境地質部地震地質課及び技術部化学課が中心となっ

て研究を推進し環境地質部水資源課･技術部地球化学

課の協力を受ける.

<海洋資源開発技術>

我が国の資源開発はこれまで陸域を対象として行わ

れてきたが近年海洋に対する関心カミ急速に高まりつつ

ある.海洋はほとんど未開発のまま放置されてきた

広大荏資源の宝庫でありしかもこの自然の領域が国民

生活に密接な関係を持っているだけに将来の経済的可

能性に大きな期待カミ持たれる.当面は大陸棚･沿岸

の範囲において海洋資源開発の基盤となる研究深海底

に賦存する鉱物資源の開発に資する研究を積極的に推進

している.

6.一陸棚海域地下資源賦存に関する基礎研究

(昭穐44-53年度)

研究の目的

我が国の周辺海域の海底鉱物資源探査に対する基礎的

研究として空中磁気探査を主体と.する調査を実施し

海域の地質構造を明らかにすることを目的とする.'昭

和53年度を最終年度として我が国周辺の陸棚海域に対

して空中磁気探査を行うとともに所内外の既存資料の

収集･編さん･解析を並行して行い陸棚海域の地球物

理的地下構造を明らかにする.

本研究によって大陸棚に発達する堆積盆地の性状及び

隣接沿岸地域の地質との関連カミ把握され炭化水素を主

体とする海洋鉱物資源の賦存状況を大局的に評価する基

礎資料が得られる.�
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研究計画の内容

昭和53年度の研究計画は次のとおりである.

1.能登半島沖海域:能登半島東北海域及び富山湾の一部の空

中磁気探査を実施し予想される堆積盆地の性状とその

規模を把握する.また本海域の空中磁気図を作成する

ことにより日本海沿岸大陸棚海域の空中磁気図を完成さ

せる.

2.房総半葛河海域:房総半島南部海域及び伊豆大島周辺海域

の空中磁気探査を実施し予想される堆積盆地の性状と

その規模を把握する.また本海域の空中磁気図を作成

することにより太平洋沿岸大陸棚海域の空中磁気図を完

成させる.

両海域で得られた磁気図に数学的フィノレタｰを操作し

あるいはこれを定量解析することによって両海域の地

球物理的地下構造の解明に努める,特に隣接海域との

連続性を検討し本特別研究の研究計画を補完する.

研究の経緯

空中磁筑探査は昭和39年度に地質調査所が着手し

開発したものでありすでに諸外国に比肩しうる技術的

レベルに達し海外油田の開発に技術援助の面で貢献し

てきた.一方炭化水素資源の基礎調査として資源エ

ネルギｰ庁により各海域の地震探査が実施されているカミ

本研究の空中磁気探査結果はこれらの探査による構造解

析の精度を高める役割りを果してきた.

本研究は曜和44年度に開始され52年度までの研究期

間が予定されていたが日本海側の能登半島沖及び太平

洋側の房総半島沖海域の補完研究が計画の総括の上で重

要であると考えられるにいたり研究期間がユ年間延長

されたものである.

研究担当部課

物理探査部探査課及び技術開発課が担当して研究を推

進させる.

7.深海底鉱物資源探蜜に関する塾礎的研究

(昭和47-53年度)

研究の目的

太平洋深海域に賦存する深海底鉱物資源(マンガン団

塊合金属泥)に関する探査方式を確立するとともに

それらの賦存状況鉱物組成化学組成形成過程等を

明らかにし資源量の算出地質鉱床図等の作成を行っ

てそれらの開発利用に有効な基礎資料を提供する.

フィリピン海から東方ハワイ付近におよぶ西太平洋中

南部の広域に関する概要を把握し特に中部太平洋の中

央太平洋海盆域についてほ詳細注マンガン団塊鉱床に

関する資料を提供する.昭和53年度で本特別研究を終

了する.

研究計画の内容

昭和53年度の研究計画は次のとおりである.

地質調査船白嶺丸を利用してノ･ワイ南西方の従来の

研究実施海域の北部(170.W-175.E10｡一13“)海

域内及び一部補備調査のため52年度までの既調査海域内

を対象として60日間の海上研究を次の諾項目について実

施する.

1.種々の採泥器による堆積物団塊の採取

2.柱状銀泥器による堆積物団塊の柱状試料採取

3.精密音響測深機による海底地形調査

4.深海カメラ深海テレビブｰメラン型カメラによる海底

観察

5.採水器による底層水試料採取

6､種々の海上物理探査装置による堆積層地質構造探査

7.堆積物･団塊･本試料に関する船上機器分析特に団塊に

ついてはMnNiCuCoFe讐)

さらに詳細な室内分析堆積速度団塊成長速度研究

等の結果をもあわせ探査方式の検討を行うとともに

上記海域における地質鉱床図を作成しまた形成過程

･成因を検討する.更に47-52年度の研究で得られ

た諾資料に関して再検討を行った上53年度の成果を合

わせて最終的な総括を行う.

研究の経緯

北太平洋特にその南部海域の深海底にはマンガン

団塊ほかの海底鉱物資源が比較的多量に分布している,

その荏かでマンガン団塊中のMnFeN三CuCo等

の含有量は地域によって異なることがわかってきてい

るがそれらに関する現在の知識はなお極めて概念的な

ものでありまた特に我が国における探査は非常1こ立

ち遅れている.

地質調査所では昭和44年度から科学技術庁特別研

究促進調整費による｢深海底資源開発に関する基礎的調

査研究｣を3年計画で実施した.次いで昭和47年度

からは工業技術院特別研究として本研究を開始･実施

してきた.地質調査船白嶺丸就航後昭和49年度以降

は主としてハワイ南西方マｰシャル群島東方海域を

対象とし系統的かつ面積的柱研究を行ってきている.

その結果として従来の研究海域について予察的地質鉱

床図を作成しまた一部に有望と思われる鉱床分布を

見出すと同時に探査の第1段階における探査方式につ

いての見とおしを得ることカミできた.�
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研究担当部課

海洋地質部海洋鉱物資源課が中心とたって研究を推進

し海洋地質課海洋物理探査課及び技術部化学課が

研究に鶴カする.

れた.また｢相模灘付近｣｢紀伊水道南方｣及1び

｢八戸沖｣は表層堆積図海底地質図として刊行または

印刷中である.52年度以降は日本海及ぴオホｰツク海

において海底地質研究を実施している.

8.日本周辺大陸棚海底地質総合研究

(昭和49-53年度)

研究の目的

目本周辺の大陸棚とその周辺海域について海底地質

の概要と･地質的特性を把握し海底鉱物資源賦存の可能

性についての見通しを得るとともに海底利用に有効注

基礎的資料を提供することを目的とする.そのため

大陸棚海域については縮尺20万分の1海底地質図及び表

層堆積図大陸棚周辺海域では縮尺100万分の1広域海

底地質図を作成順次公刊する｡なおこの5年間で

日本列島周辺海域全域を縮尺100万分の1広域海底地質

図でおおうことを目標としている.

研究計画の内容

本研究は昭和53年度を最終年度とし白嶺丸を使用し

て合計100日間の海上調査研究を実施手る.調査対象

海域及び日数は次のとおりである｡

1.日本海中部海域:4月一6月46日間広域海底地質研究

エアガンソノブイを使用しての音波探査重力探査磁

力調査を主とし重要地点においてロックコアラトレ

ッジによる岩石採取を行う.

2.隠岐諸島:6月一7月22日間狭域海底地質研究小型

エアガンスパｰカを使用した音波探査重力探査磁力

調査海底試錐機による岩石コア採取ピストンコアラに

よる堆積物採取を行う.

3.網走沖:7月一8月32日間狭域表層堆積物研究サイ

ドスキャンソｰナｰ3.5kHzによる表層堆積調査グラ

ブによる堆積物調査ピストンコアラによる堆積物コア採

取を行う.

採取試料は化学分析微化石分析絶対年代測定等に

ついて室内実験を行う｡

研究担当部課

海洋地質部海洋地質課が中心と柱って研究を担当し

海洋鉱物資源課海洋物理探査課技術部地形課カミ協力

する.

B国立機関公害防止等試験研究

<公害防止技術>

産業の急速な発展に伴い人口や工場が特定地域に集

中したため自然浄化能力との均衡を破り種々の産業

公害を生み出している.

こうした状況にかんがみ通商産業省では各種の公害

問題に従前から取り組み各種の対策を実施しているが

これらの措置を実効あるものとするためには公害防止

技術の研究開発が不可欠である.地質調査所における

研究も工業技術院で推進されている公害防止技術の研

究開発の一環として実施されている.

<汚染底質堆積機構に関する研究>

(昭和52｣54年度)

研究の目的

地形･気温･海況によって区分される堆積環境毎の汚

染底質の水平･垂直分布堆積物の物理･化学的性質の

解析結果から汚染底質の堆積機構を明らかにする.

その結果から日本沿岸各堆積環境の海洋汚染対策指針

を求める.

研究計画の内容

底質は気候･地形･海況などの堆積環境に応じて

その分布堆積機構を異にしている.そのために各気

候帯や海流域に対応した日本沿岸各地の代表的な堆積

環境について調査研究を行う､

研究の経緯

本研究は昭和49年2月の海洋科学技術審議会の答申

『海洋開発のための科学技術に関する開発計画』に基づ

いて策定され49年度から5年計画で日本周辺大陸棚及

びその周辺海域の海底地質状況を明確にする目標のもと

1こ研究が開始された.49年度から51年度までは主と

して日本列島太平洋側の広域調査研究を実施しその成

果はクルｰズレポｰト及び広域海底地質図として刊行さ

53年度は噴火湾及び富山湾をモデル･フィｰルドと

して堆積物の層厚分布海底微地形海水中懸濁物

堆積物の軟X線写真による堆積構造及び底質の物理･化

学･堆積学的分析･解析の結果から底質の起源と堆積

環境の変遷を明らかにする.またこのほか放射性同

位元素分析法による汚染物質の堆積速度についての研究

を行う.�
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研究の経緯

昭相49-51年度に実施された｢汚染底質調査技術の研

究｣によって次のような調査研究方法か確立された.

1.音響機器による汚染底質広域探査技術の確立

2.不撹乱試料採取技術の確立

3･軟X線写真法による不撹乱試料の観察技術

4砂粒組成分析法ほかの堆積学的処理技術

5･210pb法による過去100年間の堆積速度の測定技術

本研究は上記の研究成果を踏まえ研究の発展として

実施する.

研究担当部課

海洋地質部海洋鉱物資源課及び海洋地質課カミ主として

研究を担当し北海道支所の協力をうけて実施する.

C国際研究協力プロジェクト

(ITIT事業)

東南アジア地域地質構造の研究

一生として空中磁気探査デｰタの処理と解釈

(昭和52～55年度)

研究の目的

フィリピン国ルソン島北西部中部を対象として同

国が実施した空中磁気探査デｰタの処理･解釈及びそれ

に関連する調査研究を実施しルソン島中部以北の地球

物理的構造を明らかにする.すなわち空中磁気探査デ

ｰタの処理･解釈の共同研究によりフィリピン国鉱山

局の処理能力に適したシステムを開発･移転し重力そ

の他の地球科学的資料の処理･解釈実験室内及び野外

の調査研究を行いそれらの結果を総合してフィリピ

ン北部島弧の構造を解明し資源分布予測に寄与する.

研究計画の内容

本研究で実施を予定している研究項目は次のとおり

である.

て.空中磁気探査デｰタの処理と解釈の研究

11)空中磁気図のフィノレタｰ処理

(2)モデル標準曲線図の作成

(3)スペクトル解析処理

(ゑ)空中磁気図の定性的解釈

(5)空中磁気図の定量的解釈

(6)岩石サンプルの採取処理

(7)岩石サンプルの磁気的研究

(8)磁気構造の研究

2.地下構造の研究

ω
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��

��

��

��

地球物理的資料の収集･処理

地質学的資料の収集･処理

地下構造の地球物理的調査研究

地下構造の地質学的調査研究

地質構造モデルの研究

鉱物資源賦存に関する研究

以上の研究諸項目を実施することにより次のよう注

成果が期待されている.

ω
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空中磁気探査デｰタ及びその他の地球科学的資料の処理

･解析のためのシステムと技術が開発移転される.

フィリピン国鉱山局及び関係機関に保存されている地球

科学資料の有効利用カミ可能となる.

島弧系列の構造及びその発達史カミ解明され鉱物資源の

賦存状況が明らかと在る.

フィリピン国は我カミ国と友好関係にあるが基礎研究面

においても密接な関係を保つことカミできる.

研究の経緯

東アジア大陸の外縁に沿い日本一フィリピンｰイン

ドネシアにかけて発達する島弧系列は地質構造発達吏

及び鉱物資源分布の研究においても重要な地域として

注目されてきている.このため地質調査所は昭和48

年度以降インドネシア地質調査所と協力して重力デｰ

タを中心としたジャワ島の地質構造の解明に関する共同

研究を実施し同島及びその周辺部の地質構造に関して

新たな知見が得られた.

フィリピンでは資源開発に関連して多くの局所的調査

が行われたが全体的な構造及び発達吏の復元はマレ

ｰシア及びインドネシアに比較しておくれている.そ

のためフィリピン鉱山局は同国の地質構造と鉱物資源

賦存との関係を明らかにするための5年計画を作成し

同局研究員を中心として既存資料の編集総合を中心

として研究を進めているが近代的な研究手法の面で外

国の協力による共同研究を希望していた.

一方同局では1970年にOTCA(現JICA)通産

省委託費により実施されたノレソン島中部一ミンドロ島空

中磁気探査に刺激され1974年から独自に空中磁気探査

を開始し既にルソン島北西部ボホｰルゼブネグ

ロス及びパナイの各島の調査を終了している.

以上に述べた経緯のもとに当面地質構造上及び資源

探査上もっとも重要と考えられているルソン島北酉部及

び中部を対象として空中磁気探査デｰタの処理･解釈

を主体とした共同研究を昭和52年度から開始した.�
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研究担当部課

海外地質調査鶴カ室が中心となってプロジェクトを進

め物理探査部ポ協力フィリピン鉱山局と共同研究を

実施する.

皿新エネルギｰ技術研究開発に関する研究

(サンシャイン計画)

<地熱エネルギｰ技術>

一地熱エネルギｰ探査･採取技術一

世界有数の火山国である日本には開発が有望視され

る地熱地帯が既に200ヵ所以上も発見されており地熱

資源包蔵量を把握する方法並びに地熱貯留層の深層解析

技術を開発する研究を行う.

1.地譲地域の無水系に関する研究

(昭和48-57年度)

研究の目的

本研究の目的は天然熱水系資源が常に外から熱と

水との補給を受けて生成しつつある生きた鉱床であると

の前提でその適正採取量を決定するための基礎資料を

提供することにある.昭和48年度から5年計画で地

表近くの浅部熱水系の研究を行った.昭和53年度から

は第2次5ヵ年計画を発足させ深部熱水系の研究を開

始する.このために研究項目として熱源評価貯留

構造水流動形態及び活構造を取り上げ実施する.

モデル地域は北海道濁川秋田･岩手県仙岩宮城･

秋田県栗駒及び熊本･大分県豊肥の4地域である.

研究計画の内容
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熱源評価の研究:仙岩地域で放射年代栗駒地域で変成分

帯の研究を行う.

貯留層構造の研究:栗駒地域でフラクチャｰ測定及ぴ物性

測定の研究を行う.

水流動形態の研究:豊肥地域で水同位体化学的研究を行う

とともに栗駒仙岩豊肥の各地域で引き続き水理観測

を行う.

活構造の研究:濁川地域において微小地震観測及び趨精

密重力計による地下水位変動観測を行う.

研究の経緯

本研究開始時の昭和48年度以前における地熱地域の研

究は1km2程度の広さの地区の研究が多かったので

熱水循環系の概念も主として熱流体の同位体組織に基

づく推測の域を脱するものではなかった.このため10

-100k仙2の広域について水収支･熱収支を明らかにす

ることを目的として昭和48-52年度の5年間に浅部

熱水系の研究を行った.その内容は水文調査水理

観測同位体分析孔井内測定地殻変動計測重力変

動観測を主とするものであった.この結果各調査手

法を確立するとともに地表における水収支の概要を把握

し得た.昭和53年度からは熱源評価貯留構造及び

水の流動形態について研究し水の循環系のうちの地下

部分すなわち地下水による熱の集積メカニズムを明ら

かにする.

研究担当部課

地殻熱部地殻熱資源課が研究を担当し地殻熱探査課

地殻熱物性課物理探査部環境地質部技術部等の協

力を得て実施する.

2.広域深部地熱費源賦存の研究

(昭和50-56年度)

砥二発の目的

深部地熱資源の探奪法の開発を目的とする.地熱資

源の開発は浅部から深部へと発展が期待されている.

探査技術の観点からはその際多くの困難が予想される

ので探査法の改良がまず必要と在る.本研究はこれ

にこたえるものであり広域深部の地熱資源の探査法の

開発を目標とする.また探査法の開発に当たって必

要な資源の賦存状態の解明のための基礎的研究も推進す

る.

1.深部地熱資源ごとに深部熱水系及び高温岩体の探査法の

確立

2一上記に必要注地殻熱に関する地球科学的研究

研究計画の内容

昭和53年度の研究計画は次のとおりである.
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AFMT法の研究:人工的に変動する磁場を作りそれに

より誘導される電場の測定を行うことにより対象地区の地

下深部の地熱を探査する.また自然変動についても併

せて研究する.

熱収支法の研究:地熱地の熱収支を基礎として地下熱構造

の探査を行う.

ブライトスポット法の研究:地震探査法の貯留層探査への

療用研究を行う.

リモｰトセンシング法の研究:LANDSAT映像の解析を

行い地熱探査への応用を研究する.

ヘリウム法の研究1ヘリウム探査の地熱探査への麻用研究

を行う.

地殻熱の研究:岩石物性の研究及び鉱物温度計の開発研究

を行う.本研究は上記各小項員研究について主に八幡

平地域(秋田･堵手県)をテスト地として行う.

なお本研究計画の実行に当たっては当所内及び他�



機関の関連研究と密接な連携に留意しつつ行う.

研究の経緯

1.探査法の研究(上記1～5の小項目)のうちヘリウム法を

除く4研究項目については従来からその技術開発を行っ

てきておりそれぞれについて研究内容に相異ほあるが

計測器上の問題現場調査法上の問題デｰタ処理法在と

について解明を急いでいる.

2.地殻熱の研究については岩石の熱的物性の研究鉱物温度

計開発研究などを行ってきた.特に後者については水

熱合成装置の作成電子分光計による鉱物構造研究を行い

新鉱物温度計開発に努めた.

研究担当部課

地殻熱部地殻熱探査課が中心となり地殻熱資源課

地殻熱物性課及び物理探査部が協力して研究の推進

を図る.
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(層準規制鉱床)

岩層申の特定層準に限られて産出する鉱床だかでも

その金属･非金属鉱床について生成史や分布規則性

探査法などをめぐる議論は国際的に盛んです.

本書はこのタイプの鉱床の鉱床学的鉱物学的地球化

学的あるいは構造地質学的な研究で知られた各国の研究

者の執筆を得て層準規制鉱床の真実に迫るべく編纂さ

れたものです.形としては英文(1編のみ独文)の論

文集で論文内容としては地域と鉱種の重複を避けるよ

う配慮されていますカミ目本は含まれていません.

書の構成は1)総論(6編1編6p.～39p.)2)先

カンブリア紀の鉱床(3編8p.～18p.)3)古生代の

鉱床(8編8p｡～30p.)4)中生代の鉱床(4編

9p｡～21p.)5)層序規制貫入鉱床(2編25p｡と20p｡)

6)地球化学的･鉱物成因論的諸問題(5編10p･～

18p.)に分かれ取り扱われている地域はソ連中
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